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地方自治体の風力発電事業に関する
業務委託契約を締結した大学の責任
東京地方裁判所平成20年9月29日判決
(平成18年(ワ〉第7294号損害賠償請求事件、判例時報2021号45頁〉
東京高等裁判所平成22年 1月20日判決
〔平成20年(ネ〉第5104号損害賠償請求控訴事件、判例時報2072号17頁〕
現在の大学では、大学以外の機関との共同研究、連携事業、あるいは大学の擁する専門的知見を活用した
業務委託契約の締結が広範に行われている。しかしながら、かかる活動が盛んになればなるほど、それに伴
う紛争が生じてくることも避けられない。本件は、地方自治体の実施する風力発電事業に関して業務委託契
約を締結した大学が、事業の失敗に関する債務不履行責任を認められたものであり、大学の責任のあり方を
考えるうえで、参考となる事例である。
《事実》
原告X市は、茨城県の地方自治体であり、環境省
が推進する「環境と経済の好循環のまちモデル事
業」として、小型風力発電機を市内の各小中学校に
設置することを含む rx市草のNeco2 (ネコ〉ちっ
ぷ事業J(以下、「本件事業Jという。〉を企画して応募
し、採用された。
X市は、被告Y1大学が共同開発し、被告Y2社が
製造した風力発電機(以下、「本件風車」という〉が、
多少弱い風でも発電が可能となる性能を有すること
を聞き、本件事業に本件風車を採用することを前提
として、 Y1大学との間で、 X市所在の小中学校へ
の風力発電導入に関する業務委託契約を締結し、Y1
大学は、この契約に基づいて、本件風車を設計し、
予測発電量の報告書を提出するなどしたが、この報
告書作成に際して計算の根拠とされた風車は実在の
ものでなく、現実に製造された本件風車よりも羽の
直径が約3倍にも及ぶものとなっていた。
X市は、本件風車を本件事業に関して正式採用
し、各小中学校に計23台の風車を設置したが、現地
の風が予測よりもはるかに弱かったため、本件風車
は発電を全くしないか、仮に発電したとしても風車
自体の消費電力が発電量を上回る状態が続き、本件
事業は実現不可能となった。 X市は、環境省から要
請を受け、本件事業に関する補助金 1億8500万円
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を、全て国に返還した。
本件は、 X市が、 Y1大学及びY2社に対し、本件
事業に関してX市はY1大学との聞に本件風車の導
入について業務委託契約を締結した、と主張して、
①Y1大学による同契約上の債務不履行、②同契約
の締結準備段階において、 X市に正確な情報を提供
すべき信義則上の注意義務にY1大学が違反したこ
とによる不法行為、③設置された本件風車につき、
Y1大学と Y2社とは連帯して、 Y1大学により作成
された報告書記載の年開発電量の発電を達成するた
めの改善策を提案し、実現することを保証していた
にもかかわらず、これらを怠ったことによる債務不
履行を理由に、損害賠償約3億円及び遅延損害金の
支払を求めた事案である。
Y1大学及びY2社は、 X市の主張①及び②に対
し、 X市は事前調査によって、 X市内での風量が不
十分であるため本件事業が実現不可能であるととを
認識しており、 Y1大学担当教授である訴外Aに対
して本件事業の目的を説明しなかったため、業務委
託契約自体が不成立ないし虚偽表示により無効であ
る、と反論し、③に対しても、かかる保証はしてい
ない、と主張して争った。
《第一審判旨》
一部認容(Y1大学につき約2億円認容、Y2社棄却)
1 r本件契約は、本件契約書の記載内容に従っ
て成立しており、また、虚偽表示であるとも認めら
れないから、 y¥大学は、本件契約書記載の義務を
負うと解するのが相当である。」
2 iy ¥大学のAらは、・…一本件事業が一定の
発電量が求められる事業であることを認識していた
のであるから、〔本件風車〕を有力な候補機種とし
て本件契約を締結した以上…・・・、〔本件風車〕を前
提として、エネルギー取得量を評価するなどの本件
契約上の委託業務を履行すべき義務を負っていたも
のと解するのが相当である。J iしかしながら、 y¥
大学……は、〔本件風車〕では本件報告書中の発電
量計算書記載の発電量が到底得られないことを認識
し得たにもかかわらず、故意又は過失によって、本
件報告書をX市に提出したものであり、当該行為
は、本件契約上の債務不履行を構成するというべき
である。J iまた、 y¥大学は、本件契約上、本件事
業に影響に与え得るような事情を考慮に入れた上
で、委託業務であるエネルギー取得量の評価ないし
経済性の検討をすべき義務を負っていたものと解す
るのが相当である」ところ、 iY¥大学……は、〔本
件風車〕の消費電力……について、開発者として当
然認識し得たにもかかわらず、故意又は過失によっ
て、 X市に対し、設置工事が完了するまで、具体的
な消費電力量及びこれが本件事業に与える影響等を
明確に説明せず、本件報告書等においても、これら
を考慮、しなかった。当該行為は、本件契約上の債務
不履行を構成する」。
3 しかしながら、 iy¥大学及びyz社は、 X市
が主張するような保証義務を負わず、当該義務違反
を前提とする債務不履行責任を負わない。したがっ
て、 y¥大学らに対するJ X市の主張③に基づく損
害賠償請求「は、その余の点について判断するまで
もなく理由がない」。
4 X市の損害は、本件事業に関する総費用約3
億円であるところ、 iX市は、本件事業においても
実際の風況調査が重要であると認識し得た・…・・にも
かかわらず、……実際の風況調査を行わなかっ
た。」また、 iy¥大学のAから提出された〔報告書〕
を検討すれば、気象庁」等のデータと比較して、
iX市の実際の風況は同表のシミュレーション結果
より相当程度悪いことを認識し得たはずであるの
に、 X市の担当者はこれらの比較検討をせずに…・
本件事業を推進した。J i以上の事実に加え、本件に
おける一切の事情を考慮すれば、 X市の過失割合を
3割と評価するのが相当である。J
《第二審判旨》
一部変更cy，大学につき約9000万円認容、Y2社棄却)
1 i本件契約書は、地方自治体であるX市と学
校法人であるy¥大学の各代表者が、それぞれの内
部手続を経て、記名押印することにより作成された
もので、あ」り、「また、 y¥大学の理事会で、本件契
約書の締結に関する件……を承認した際、実施設計
業務以外は受託する意思がない等、これによる契約
を成立させるものではないとの説明がなされたこと
が認められない」以上、 iy¥大学は、本件契約によ
って負担した債務を履行すべき責任がある。」
2 i本件契約により、 y¥大学は、……X市に
対し、 X市が行う風力発電機の導入のための調査、
計画の具体化に関し、適切に指導、助言すべき本件
契約上の債務を負ったJoi Aは、本件事業が売電を
含むものであることを認識していたのであり、ま
た、〔報告書〕の結果表が前提とした風力発電機と
X市が採用を予定していた〔本件風車〕との聞には
性能に」大きな差があることを説明「しなかったの
であるから、 y¥大学は、 X市が行う風力発電機の
導入のための調査、計画の具体化のために、指導、
助言をすべき義務を怠ったということができる。 J
また、「本件事業が売電を含むことを知っていたA
は、風力発電の専門家として、また、〔本件風車〕
の共同開発者としての知識に基づき、〔本件風車〕
の自家消費電力量を把握し、これを考慮する必要が
あることを説明すべき義務があったというべきであ
り、 y¥大学には、これを行わなかった点でも、本
件契約上の債務不履行があるということができ
る。J
3 i本件保証書には本件報告書記載の予測発電
量の達成を保証する旨の記載がなく、また、 y¥大
学のAやyz社が、本件保証書の作成に際し、〔報告
書〕の結果表や本件報告書記載の発電量を保証する
旨を述べたことを認めるに足りる証拠はないし、
・…本件保証書作成後においても、 X市は、 y¥大
学らに対して、 X市が主張するような達成保証が約
束されたとの前提では交渉をしていないことが認め
られるから、 X市の同主張を認めることはできな
し、。」
4 X市の損害は、本件事業に関する総費用約3
億円であると認められるが、「本件事業が失敗に終
わった最大の原因は、 X市担当者が、それまでに得
ていた…・・知見からも容易に疑問を抱くことができ
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た、市内小中学校設置の小型風力発電機の設備利用
率を20%とする想定について、同想定が全く現実に
そぐわないこと(現実の本件風力発電機の設備利用率は
3.35%であった。〉を見過ごして、自らは何らの検証
もしないままに、これを前提として、売電を目的と
する本件事業を掲げてまちモデル事業に応募したこ
とにあるとみるべきであり、この点でのX市の責任
は重い。」また、 rx市の担当者は、……風況マップ
のデータに基づく〔報告書〕の結果表の予測値が、
現実の観測値とは大幅に異なる可能性があることを
十分に認識していたと推認されるのであり、また、
同じ定格出力…・・・の〔風車〕であっても、〔報告書〕
の結果表が前提とした受風面積の大きいものと〔本
件風車〉のような標準仕様のものとでは、その性能
差がどれほど大きなものであるかは分からないにし
ろ、性能に差があること自体は分かっていたものと
みることができるJo rさらに、 X市の担当者は、風
力発電機に自家消費電力があること自体は知ってい
たのであるから、本件事業が売電を含む以上、売電
しうる発電量の算定に当たって消費電力量を差し引
く必要があることに容易に気付くことができたとみ
るべきで、あ」る。「しかも、 X市は、……専門家か
ら指導、助言を受けることをも委託内容とする本件
契約を締結しながら、……Aに対し、……事前調査
結果等の情報や本件事業において目標としているC
O2削減量、発電量、その達成に必要な設備利用率
の数値などを伝えなかったというのであるから、 A
が十分な指導、助言をしなかったことに関しても、
X市に責任の一端があるというべきである。」以上
のような rx市の多くの過失を考えると、本件事業
が失敗に終わり、 X市が〔本件風車〕の設置工事費
用相当額の損害を被ったことについては、 Y1大学
の不法行為責任ないし債務不履行責任に較べても、
事業の主体であるX市の責任が格段に重いと評価す
べきであり、過失割合をX市を 7割、 Y1大学を 3
割として過失相殺するのが相当である。」
《研究》
1 本件は、地方自治体の実施する風力発電事業
に関し、業務委託契約を締結した大学の債務不履行
責任の成否が問題とされた事案である。前述のとお
り、現在の大学では、大学以外の公的機関や私的機
関との共同研究や学術指導、業務委託等が広範囲に
行われているが、各分野について専門的知見を有す
るとされる大学としての責任のあり方について改め
116一一法律時報83巻9・10号
て検討することは、必要かつ有益であるように思わ
れる1)。
2 第一審判決も第二審判決も、 Y1大学の責任
の構造については、ほぼ同ーの判示を行っている。
すなわち、本件においてY1大学は、そもそも本件
業務委託契約の成立自体を争っていたわけである
が、両判決とも、 X市のみならずY1大学において
も、内部のしかるべき審議や決定手続を経ているこ
とを理由に、本件業務委託契約書記載どおりの契約
関係が成立したと認定し(第一審判旨 1、第二審判旨
1 )、 Y1大学が作成した報告書の記載内容が、本件
事業の失敗との関係でどのような意味を有している
かを吟味している。そして、 Y1大学の担当教授で
あったAが、報告書に記載された風量計算の基礎と
なった風車について、これが本件風車と異なるもの
であることを明確に告げなかったこと(第一審判旨
2、第二審判旨 2)、及び、本件風車の発電量の計算
について、本件風車自体の消費電力を考慮すべきこ
とを明確に告げなかったこと(第一審判旨 3、第二審
判旨 3)を、それぞれ、本件業務委託契約の債務不
履行に当たると判示している。そのうえで、本件事
業の失敗によるX市の損害額については、本件事業
の全費用である約3億円全てについて、 Y1大学の
債務不履行と相当因果関係があるものと判示してい
る(第一審判旨4、第二審判旨 4)。
本件における裁判所の判断は、いずれも事実認定
に属するものであるから、本件の具体的な結論か
ら、一般論として大学の責任について論ずること
は、慎重であってしかるべきである。しかしなが
ら、少なくとも、組織内部において所定の手続を経
て成立した契約関係について、訴訟が提起された後
になってその内容を改めて論難することは、明らか
に無理があると言わざるを得ない 2)。また、本件風
車の設計や、本件事業に関する風量予測について
も、民間事業者でなく Y1大学に対して委託がなさ
れたことの社会的意味は、単にY1大学が本件風車
の開発に携わったというだけに留まらない、大学と
しての専門的知見に基づいた教示、指導をも期待し
ていたと考える方が、自然であるということができ
る。このような観点からすれば、本件におけるY1
大学やAのとった行動には、例えば実在しない巨大
風車を前提とした計算結果を示す等、 X市側の暗黙
の意向にやや傾き過ぎた結論を導いたと評価されて
もやむを得ない面があったものと言わざるを得な
い。従って、本件においてY1大学の債務不履行責
任を認めた両判決の判示については、 Y1大学が専
門的知見を有する組織であること、及びそのような
立場を前提とした業務委託契約に期待される行動規
範との関係を考慮する限り、基本的に支持されるべ
きである 3)。
3 他方、本件の第一審と第二審とでは、 X市の
過失割合を判断するに際し、ほぽ同一の事実関係か
ら、第一審は 3割、第二審は 7割と、事実上逆の結
論を導いている。 X市とY1大学の責任の比較衡量
については、正に諸般の事情を総合考慮、した結果と
しての各裁判所の個別的判断と言わざるを得ず、本
件事業の主体であるX市の最終決定者としての責任
を重く見るか、あるいは前記2で述べたようなY1
大学の大学としての責任を重く見るかについては、
論者により考え方が分かれるものと思われる。
この問題の複雑なところは、上記のように論者に
より考え方や結論が分かれるにもかかわらず、反対
意見に対して説得力を以て自説の正当性を示すこと
が、おそらく誰においても事実上不可能な点にあ
る。現に、本件の第一審も第二審も、 X市の過失相
殺の原因としてはほぼ同様の事実を挙げているわけ
であり、その評価が大きく異なるために、最終的な
賠償額の認定、さらには、いわゆる「勝ち負け」に
かかる感覚が事実上逆転しているものと言わざるを
得ない。従って、本件と類似の事案に対する関係
で、本件での過失割合の判断がどこまで参考とされ
るべきかは、事実上のバランス感覚に基づく具体的
な認容額や過失割合についてはともかく、理論的に
は不明と言うほかないように思われる。
4 控訴審判決に対して、 X市は、過失相殺とし
ての考慮、事実に理由の食違いがあり、過失割合認定
が不当である、と主張して、上告及び上告受理申立
を行ったが、最高裁第一小法廷は、 X市の主張の実
質は単なる事実誤認または法令違反の主張であっ
て、明らかに上告理由に当たらず、また、 X市の主
張は上告を受理すべきものとは認められないとし
て、上告棄却・上告不受理決定を下した(最 l小決
平成23年6月9日平成22年(オ)800号・平成22年(受)985 
号)。他方、 Y1大学も、委託した業務は設計図書の
作成のみであったとして、本件契約成立の認定等を
争い、過失割合の認定が不当であると主張して、上
告及び上告受理申立を行ったが、同じく最高裁第一
小法廷により、前記と同様の理由により上告棄却・
上告不受理決定が下されたため(最1小決平成23年6
月9日平成22年(オ)801号・平成22年(受)986号〉、控
訴審の判断が確定した。
また、本件とは別に、 X市民であるZらが、 X市
を相手取り、本件事業の失敗に関するX市幹部らの
責任を追及すべきとする住民訴訟を提起している。
第一審(水戸地判平成21年3月3日平成18年(行ウ) 7 
号〕は、市長や助役に対する賠償命令を棄却し、現
場担当者である室長についてのみ、本件風車の発注
手続の暇庇について、約300万円の賠償命令請求を
認容したが、控訴審(東京高判平成22年2月4日平成21
年(行コ)114号〕では、市長の責任は否定されたが、
本件事業の事実上の責任者であるX市の元助役に対
する約450万円の賠償命令請求が、併せて認容され
ている。同事件については、 X市から上告及び上告
受理申立がなされており、現在、最高裁第一小法廷
に係属中である(平成22年(行ツ)183号、平成22年
(行ヒ)192号4))。
1) なお、本件に関する評釈は、現在のところ見当たらな
し、。
2) 実際、この点を無理に争った分、契約の成立からY1
大学の債務不履行責任までがかなり容易に認定された可能
性は、否定できないように思われる。
3) もっとも、本件で「大学としての責任」が認められた
ものと理解すると、一般的な業務委託契約の解釈との異同
についても、改めて考え直す必要が生じてくる。例えば、
①業務委託契約の中で、 Y1大学が免責条項を設けた場合
の解釈や効力はどうなるか〔大学のいわゆる「社会的責
{壬」により免責条項の効力が失われると考えられるか〕、
②Y1大学の受けるべき報酬額とY1大学の義務内容との関
係は果たして連動すると考えるべきか(無報酬であっても
「大学としての責任」の成否に影響はないか〉、③仮に業務
委託契約が不成立であった場合、事務管理または不法行為
に基づく損害賠償請求は可能か、といった問題について
は、本件のみでは必ずしも一義的に明らかでなく、今後さ
らなる検討が必要となってくるであろう。
4) この住民訴訟と本件との関係は、形式的には別個の訴
訟であるが、実質的には表裏一体である。すなわち、 X市
は、本件においてY1大学との関係で敗訴した分、住民訴
訟でZらから追及を受ける構造となっており、実際、本件
でのY1大学の主張と、住民訴訟におけるZらの主張とは、
ほぼ同ーの内容である。しかしながら、前述のとおり、本
件でのY1大学の責任が、「大学」であることが基盤となっ
ているとすると、本件事業の失敗に関するX市幹部らの責
任と、 Y1大学がX市に対して負うべき責任とは、明らか
に理論的な次元の異なるものであるから、両事件での結論
が平灰を合わせることは、社会的にはともかく、理論的に
は必須のものではないものと考えられる。
(ほしの・ゆたか筑波大学准教授)
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